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本研究では，ワイヤ， フロート， カウンタウェ イトなどを組合わせた可動物体型波力発電装置の共振特

性の検討を行っ ている．共振解析モデルでは時々刻々のフロート変位と水面変位の相対座標を用いている．

フロートの運動方程式では，フロート・ 流体間の相互作用力を，波強制力，付加質量，造波減衰により評

価しており ，これと回転体の力学と発電機関連の力学を組み合わせて方程式系を構成している．共振特性

解析は，波の作用下で稼動状態にあるフロートの上下動の振幅を，波の振幅と比較すること により検討し

ている．さらに発生電力，トルクやワイヤ張力などの物理量の波周期による変化を評価している．また，

装置が安全に稼働しかつ発生電力が大きい条件を探るため， フロートが一部没水を維持できる条件下で発

生電力を大きく する装置諸元を調べている．
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1. 緒論

波はエネルギー賦存量が大きく 安定性に優れた自然エ

ネルギーである1) ことから，波力発電技術は，長年にわ

たり研究開発されている．しかし未だ決定版がなく 商業

ベースに至っていない．特に日本では，波力が新エネル

ギーに指定されていないことなどのため，研究開発でさ

え低調である．一方，欧米では日本とは対照的に波力発

電技術の研究開発が活発に行われている．

まず有望視されている波力発電技術は振動水柱型と可

動物体型の2方式に大別される．振動水柱型（ OWC） は
空気室を持ち，波により空気室内に水面変動と圧力変動

をつく って空気室内外の圧力差によりタービンを回して

発電する方式である．日本のマイティ ーホエール2)や英

国のLimpet3)がその代表例である．可動部を持たないた

め構造強度上の問題は少ないが，空気室の高コストとタ

ービンの効率の低さがもたらすコストパフォーマンスの

弱点が実用化の障害になっている．可動物体型は，水面

近く に置かれた物体が波の作用により運動することを動

力として取り込む装置である．これは工夫次第では低コ

ストが可能であるが，従来型は構造強度上の問題が指摘

されている．

従来の主要な可動物体はSalter Duck4)，海陽5)，連結い

かだ4)，振り子式3)， Pelamis3)， Oyster6)がある．これらい

ずれも可動物体のピッ チィ ング基調の運動から動力を取

り込む．このよう な回転利用型では回転軸と波の波峰線

の向きが一致しない限り，有害なねじれ力が作用する．

このう ち， Pelamisと連結いかだは係留式のため，沿い波
を利用するので，このデメリ ッ トはあまりない．

次に前記の可動物体型の仕組みを説明する．まず，

Salter Duckの仕組みは，波による水粒子の運動の動圧に
より効率的に回転させるよう に浮体を成形し，動圧に加

え，変化する静水圧が浮力の変化に伴なって，その浮体

を上下動させることにより回転に寄与している．この回

転運動を電気エネルギーに変換する方式である． Salter7)

の論文により ， 2次元の正弦波の場合に90%近い効率が
可能であると紹介されている．また海陽は，このSalter 
Duck型浮体の運動をリ ンク機構で油圧に変換させ，発
電機を駆動させる仕組みである．異常海象時には構造物

全体をジャッ キアッ プするようにしている．

次に振り子式は室蘭工業大学により，開発・ 研究が行

なわれていた．仕組みは上記の回転運動利用型の課題を
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解決するために，手前に開口部をもつ水室内に振り子板

を設置し，水室奥の壁の反射により生じる定常波の節部

分の水平運動を利用し，振り子を駆動する．これと同様

に，波の水平力からエネルギーを獲得するものには，イ

ギリ スのOysterがある．ヒンジ式フラッ プ構造で，フラ
ッ プの前後動によって，水圧ポンプを駆動し，高圧の海

水をパイプライン経由で陸上の電力タービンに送る仕組

みである．しかしながら，これらすべての可動物体型は

一体構造のため，設置には大容量の重機が必要である．

また，安全な保守・ 点検を行うためには全体を静穏域に

移動させる必要がある．

著者らはプーリ ・ ワイヤ・ フロート・ カウンタウェ イ

ト・ ラチェ ッ ト機構から構成される可動物体型波力エネ

ルギー変換装置（ 可動物体型） 8)を開発中である．本提

案のシステムの説明図を図-1に示す．このシステムは，
プーリ ・ ワイヤ・ フロート・ カウンタウェ イト・ ラチェ

ッ ト機構から構成されており，フロート重量とワイヤ張

力を介して，水面上下動から一定方向に回転する軸の動

力を獲得するものである．この方式は，柔構造のワイヤ

の使用により可動物体型の課題とされていた構造強度の

問題の主要部分を解決するとともに，エネルギーを取り

込む可動物体（ フロート） と動力を変換・ 伝達する機械

部分とを構造的に分離し，設置や維持補修を容易にして

いる．本システムの力学解析の枠組みは，常微分方程式

により構成されるため，取り扱いが比較的容易で，技術

の普及の点では有利である．また装置の諸元と波浪条件

から利得電力を求めることが困難でない．

本研究では，前報8)で示した本方式の波力発電システ

ムの稼働を記述する力学モデルの中で，フロートと流体

の相互作用力の評価方法を改善している．前報8)では，

フロートに作用する流体力を抗力係数CDと慣性抵抗係

数CMを用いて取り扱う方法を示した
9)．しかし，この方

法では流体中で運動する物体に作用する力を評価するた

めのもので，本研究が対象とする水面に浮かんだフロー

トに作用する流体力の評価には適当ではない．

そこで本研究では，フロートが特定の喫水率のまわり

で微小振幅する場合に限定し，フロートに作用する波強

制力，付加質量力および造波減衰力を導入し，フロート

と流体の相互作用力の評価方法を改善している．それら

の流体力を三次元特異点分布法10)を用いて評価し，その

結果を力学モデルに適用した．モデルの今回の検証とし

て，前報で示した水槽実験による結果との比較を示して

いる．モデルの検証は，ワイヤの走行速度とワイヤ張力

の積である仕事率により評価し実験値と比較した．また，

海上での実稼動を想定した場合，流体力の評価は不可欠

であり，今回提案した力学モデルを用いて計算した．

波力発電はエネルギー利得が小さいと考えられている

が，共振現象を利用することにより，エネルギー利得を

図-1 本提案装置の説明図

高めることが期待される．また本力学モデルは2階常微
分方程式で構成されている．これらのことを考慮し，本

研究では共振解析を行う ．解析は，時々 刻々 のフロート

変位と水面変位との相対座標を用いて，解析の結果は，

波の作用下で稼働中のフロートの上下動振幅と波振幅と

の比で共振特性を評価している．またシステムの固有周

期などを求め，発生電力等の物理量の波周期による変化

を評価し，装置が安全に稼働するための条件としてフロ

ートが一部没水を維持でき，かつ大きい電力を発生しう

る装置諸元を変位応答倍率により調べている．

2. 力学モデル

本システムの力学モデルの説明図を図-2に示す．力学
モデルは，発電機関連の力学，無負荷・ 静止状態でのフ

ロート・ カウンタウェ イトの釣合式，発電機稼動状態に

おけるフロートの運動方程式，回転体の運動方程式によ

り構成される8)．前述のよう に，本研究ではフロートの

運動方程式の中で付加質量力，造波減衰力と波強制力を

導入してフロート・ 流体間の相互作用の評価を行ってい

る．ただし，これらの力はフロートが特定の喫水率のま

わりで微小振幅する場合に限定し，線形理論により評価

しており，非線形性の影響は考慮していない．

(1) 発電機関連の力学
図-2において，駆動プーリ が発電機を時針方向にねじ
り，その反作用として発電機が駆動プーリ を反時針方向

にねじるトルクをτ，発電機に発生する電流を i ，発生電
圧をe，駆動プーリ の反時針方向の回転角をθとすると次
式の関係が成り立つ．

iGk= (1) 
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式(12)を所定の波と初期条件に対して解き， θの時系列を
求めると ，時々 刻々 の &と &&が得られ，発生電力やワイ

ヤ張力，トルク，フロート変位など力学諸量の時系列を

求めることができる．

(6) 計算条件
最も基本的な波と して正弦波を与え， 初期時刻

（ t=0） までは発電機との連結をクラッ チ・ オフの状態
でフロートが水面波によっ て運動し， t=0で瞬時にクラ
ッ チ・ オンの状態になり，発電機が稼動を開始する場合

を計算する．この時水面変動 xw は式(13)，波強制力は式
(14)により，初期条件は式(15)により与えられる．

( )tHxw cos
2

= (13) 

( )+= tAFw cos (14) 

0)0(,
2

)0( == &
mR

H (15) 

ここで，  Aは波強制力の振幅である．ωは波の角振動数，
φは位相差である．波強制力の振幅Aは一連の計算の結
果求められる．

3. 共振特性の理論解析

式(12)は造波減衰，機械ロスおよびエネルギー変換を
減衰項とする減衰振動の式であり，水面変動が強制項と

なっている 11)．この式は駆動プーリ の回転角に関する方

程式であるが，回転角はワイヤの移動量を介して，フロ

ート上下動と関係づけることができる．

このフロート上下動の共振を考える場合，通常の質点

の場合と異なり，フロート変位は固定座標ではなく ，水

面変位との相対座標で検討する．この状況を図-3 に示
す．mは後述の式(19)の第1項の係数，C” は第２項の係
数， kは第 3項の係数である．質点が水面において作用
している振動強制力の作用下で水面と相対変位 zで運動
している．この zにより，ばねと類似の浮力が作用する．
まず図-3 より，式(12)に水面変動を考慮すると以下の
ような式になる．
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この設定で，質点の水位に対する相対変位は，式(17)に
より与えられる．

wm xRz = (17)

この式より，駆動プーリ回転角θは，次のように表現さ
れる．

( )w
m
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R

+=
1 (18) 

式(12)にθを代入し，さらに整理すると次式が得られる．
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この式を用いて，フロート上下動の共振特性を検討する．

(1) 固有振動数と応答倍率

システムの不減衰固有振動数 ωnと減衰比 ζはそれぞ
れ次のように求められる．

( )+++

==
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また強制振動じよる相対変位zの振幅をx0 ，水面変動xw

の振幅をxstatとすると，これらの比は式(22)となる．

22

2

2

0

21

1

+

=

nn

statx
x (22) 

これが変位応答倍率である 12)．

k

m

z

x w

Datum Plane

C"

F w

図-3 エネルギー変換システムの共振解析モデル
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表-1 水槽実験の場合のフロート諸元

4. 力学モデルの検証

(1) 実験装置と方法
前章で示した力学モデルを検証するため，前報8)行っ

た大型模型装置の水槽実験の結果と比較する．水槽の水

深は3.2mである．フロートの諸元は，前報8)に従って表-
1のよう に設定した．表中の“ 喫水率” はフロートと カ
ウンタウェ イトが無負荷・ 静止状態におけるフロート喫

水深をフロート高さHfで割ったものである．その他の

諸元は，駆動プールの半径Rmは0.18(m)，カウンターウェ
イト質量MCは150(kg)とギア比Gは41.36である．また実験
では，水面変位，フロート上下動，ワイヤ張力などを測

定した．

(2) 実験結果との比較
前報8)と同様の波浪条件で比較検討を行う ．波浪条件

は表-2に示す．
まず，前報と同様に機械系の粘性減衰係数C’を評価し
た．評価方法は，実験結果からワイヤ張力とワイヤの走

行速度（ またはフロート昇降速度） の積として求めた仕

事率の時系列を求め，その時間平均とモデル計算で得ら

れる仕事率の時間平均から最適の粘性減衰係数を求めた．

その際，各波浪条件に対する付加質量Ma (kN・ s2/m)，造
波減衰力C (kN・ s/m)は，三次元特異点分布法10)によって

算出し，その結果をモデル計算に用いている．これらの

値を表-2に示す．これらの値を用いて，粘性減衰係数を
同定した過程を図-4に示す．図より本実験で用いた装置
の機械系の粘性減衰係数は仕事率から評価すると

1406(N・ m・ s) 程度であることが分かる．
次に，図-5～7は実験番号1および2の波浪条件に対す
る仕事率，フロート上下動，およびワイヤ張力の時系列

の実験値とモデル計算値を比較したものである．なお今

回はラディ エーショ ン流体力を導入しており，この流体

力を考慮した本モデル計算と前報に示した流体力を無視

したモデル計算の両者を比較した結果を示している．

本水槽実験に関して，流体力を考慮した場合としない

場合の結果にはほとんど差がない．この理由として，本

実験においては，機械系の粘性減衰係数C’ が造波減衰
係数C に比べてはるかに大きかったことが考えられる．
図-5に示された仕事率の結果は次のようである．計算

値の時系列変化は実験値の時系列変化に先行している．

また仕事率の計算値は第1波で大きく なっているが，こ
れは図-6において第1波でフロートが大きく 下降し，同
時にワイヤ張力が，図-7のよう に大きく 評価されている
ことに対応している．

図-6， 7から，フロートが下降し平均位置に達した時
に，ワイヤ張力はピーク値となることが分かる．また，

フロート上下動とワイヤ張力の計算値の再現性はあまり

よく ない．フロート変位を過小評価し，ワイヤ張力を過

大評価する結果になっている．今後，モデルの精緻化を

行う必要がある．前述のよう に，本検証の実験のケース

については，モデル計算で流体力を考慮するか否かでほ

とんど変化がない．しかしながら，本研究は海上で使用

する実機モデルを対応することから，前記の流体力を評

価する必要がある．

表-2 水槽実験の条件での流体力評価

波浪条件
付加質量

Ma(kN・ s2/m) 

造波減衰力

の係数

C (kN・ s/m) 
波高(m) 0.27 実験

番号1 周期(s) 4.0 
1.979 1.103 

波高(m) 0.24 実験

番号2 周期(s) 3.5 
1.852 1.251 
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C'=1100(N.m.s)
C'=1406(N.m.s)
C'=1600(N.m.s)

図-4 粘性減衰係数C’の決定

半径(m) 高さ (m) 比重 質量(t) 喫水率 喫水(m) ＫＧ (m) 排水重量(kN) ウェ イト重量(kN)
1.00 0.70 0.75 1.640 0.66 0.46 0.35 14.602 1.470

   X(m)    Y(m)    Z(m) GM-x(m) GM-y(m) Ｉ x(t* m2) Ｉ y(t* m2) Ｉ z(t* m2)
0 0 -0.113 0.422 0.422 31.56 4.769E-01 4.769E-01 8.199E-01

※KG:浮体底から重心までの距離
※メタセンター高さ ： 重心位置と メタセンターと の距離

フロートの諸元

復元力(kN/m)重心 　　 メタセンター高さ 慣性モーメント
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7. 結語

以上，ワイヤ・ フロート・ カウンタウェ イトなどを組

み合わせた浮体式の可動物体型波力発電装置の共振特性

を検討した．本研究の主要な結果は以下のよう である．

1) フロートと流体の相互作用力の評価方法を導入し
た可動物体型波力発電装置の実機稼動を想定した

力学モデルを提示した．水槽実験による力学モデ

ルの検証の結果はワイヤの走行速度とワイヤ張力

の積である仕事率において，一定の評価ができた

が，ワイヤ張力，フロート上下動に関しては定量

的な評価には至らなかった．

2) 流体と フロートの相互作用力を三次元特異点分布
法により評価して，波周期別に付加質量，造波減

衰力，波強制力を求め，図-8，9を得た．
3) 流体と フロートの相互作用力を考慮した場合と無
視した場合の双方の共振周期を求めた．共振周期

はそれぞれ4.2秒と 3.8秒であり ，流体力を考慮した
場合の方が長いことがわかる．変位応答倍率x0 /xstat

の最大値はフロートに作用する流体力を無視した

場合の方が考慮した場合より大きい．

4) 変位応答倍率x0 /xstatに及ぼすギア比の効果を水深

10mの場合について検討した．その結果，変位応答
倍率はギア比の増加と共に減少すること がわかっ

た．このこと は，変位応答倍率を抑えるための一

つの条件がギア比Gを大きく することであることに
対応し，このとき式(21)の減衰比ζが大きく なる．で
ある．

5) フロートが一部没水を維持できない状態では，フ
ロートの波浪応答が非線形性の大きな現象となる

こと から，流体力の計算に非線形性を考慮した計

算方法を適用する必要があり，今後の検討が必要
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ON THE RESONANCE CHARACTERISTICS OF THE FLOAT TYPE WAVE  
POWER CONVERSION DEVICE  

Keisuke TANEURA, Kesayoshi HADANO, Haruo YONEYAM A, Kunihiro IK EGAM I, 
K imihiko NAKANO and Pallav KOIRALA 

This paper examines the resonance characteristics of the wave power generation device, which consists 
of pulley(s), wire(s), f loats(s), counterweight(s) and ratchet mechanism. The resonance analysis model in-
troduces the relative displacement between the water level and the float’ s position into the applied dy-
namics model for the system in operation. The applied dynamics model is mainly composed of the equa-
tions for generator, equations for driving pulley motion and equations of the heaving f loat motion into 
which are introduced the exciting wave force, the added mass and the wave damping force. The equations 
of the natural frequency, the ratio of the frequency of water wave to that of the natural frequency, the 
damping ratio and magnification ratio have also been given. Moreover, the behaviors of the average oc-
curred electric power and maximum wire tension have been examined for wave periods around the natu-
ral period of the system. Concequently, in order to design the optimum conditions of the device, the ap-
propriate magnification ratio is evaluated.  
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